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は不十分であることがわかってきた。この点を、筆者らが調査したマダガスカルのコメ商人の事例でみてみよう（参考文献④） 。二二四名のコメ商人に対して 二週間おきに一年かけて、計二七ラウンドの定期調査を行い、コメ 取引を追跡調査した結果である。　
まず、裁定機会があるのかを確
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（出所）　参考文献②、Figure 4。
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まず、明らかになったのは、商人たちが少数かつ特定の産地からしか購入していないことだ。価格が最も安い産地は季節によって変わる。したがって、きっちり裁 するには、季節によっ 買付先を変え、結果と て多くの異なる産地から仕入れをする必要がある。しかし、実際には、取り扱 多い、代表的な二つの品種でみ も、各商人は、年間で二～三地域、調査週でみるとほぼ一産地からしか購入していなかった。さら 、その買付先は、特定の産地に集中しているが、そこは必ずしも安いではなかった。つまり、商人たちは、決まった人気のある産地に買付に行って ものの そこ 必ずしも安いわけではなく、裁定機会を逃しているのである。　
次に、裁定の前提となる価格に
ついて知っているかをみると、年間では九五％、各調査週 も平均七六％のケースで価格を調べてた。それなりに調査はしている。しかし、価格を知っている産地の数が少ない。年間では平均 五、調査週では二産地ほどしか価格を知らないのである 裁定 成果がイマイチなのは、地域間裁定の前提となる、各地 価格を知らない
からではないか。　
そこで我々は、この情報の欠落
を補うために、各地の価格情報を提供する社会実験を行った 定期調査の途中から、二二四人 商人のうち無作為に半数の一一二人を選び、携帯電話のＳＭＳで各地の価格情報を提供した。残り半分には情報を提供しなかった。これら二つのグループ 比較することで価格情報提供の効果 測定でき 。結論からいえば、効果はなかっ情報提供によって、確かに価格の認知は改善した。他産地 価格を知っている商人の割合や を知っている産地の数は上が た。しかし、安い産地があることを知ったので、より買付に行くようになったかというと、変化 なかっ裁定の成果（最安地から購入しているか、最安価格に対す 支払い価格の比）についても 変化はみられなかった。実は市場情報を提供する他の研究でも、効果はないという結果がちらほら報告されている。価格情報だけで、すべてが解決するわけでは さそうな である。　
では、なぜ価格情報では不十分
なのだろうか。この点を調べるため、我々は追加調査を行い、価格
情報の提供によって安い産地があることを知ったのに、なぜ買いに行かなかったのかを聞いた。多かった答えは、 「価格情報が信頼できない」 「移動中に 格が変動する恐れがある」 ど、価格情 の有用性に関するものであったが、注目したいのは「決まった地域・売り手からしか買わない という回答だ。安い産地があると分かったとしても、基本的は今までどおりの特定の産地で か買付しない、というのである。　
なぜ安い、新しい産地に買付に
行かないのか。まず、今ま 行ったことがない新しい産地での買付について、約六割の商人が困難だと感じていると答えた。何が課題か。ひと はやはり「価格情報の入手」だが、それ以外に「信頼できる取引先を見つけるこ 」 「品質、品種、コメの特徴が不確実」さらに「治安」という回答も多くみられた。これを裏づけるように新たな産地で買い付ける場合 どのような情報が有効か 尋ねたころ、一番多いのはやはり「価格」だが、 「入手可能性」 （必要な量が調達できるのか）や「品質、品種、コメの特徴」 「取引相手の連絡先」という回答も多く、価格
以外の要素も重要なことが判明した。つまり、農産物の流通や地域間裁定が阻害される理由として、価格情報の伝達に注目したわけだが、携帯電話 普及したとしても、信頼できる取引相手が各地にいる必要があったり、電話越しでは品質のチェックができない、という問題は残るのである。これは三番目の阻害要因である 「契約の履行強制ができない」という問題につながる。●契約の履行強制　
契約履行問題は、大きくは二つ















売市場価格のポータルサ ト 運営しており、農家はＳＭＳでアラートを受け取ることができる。また、各国でも民間で同様のサービスが提供されつつあ 。　
最も強調したいのが、契約の履
行強制問題である。これには四つの対応が考えられる。第一は「信頼に基づく取引」を行うことだ。要は信頼できる相手としか取引しないという、ある意味消極的な自衛策である。ファフシャンは、アフリカの農産物市場取引は基本的にこれで、現金店頭渡しの「ノミの市経済」だと っている（参考文献⑤） 。問題は、信頼できる相手としか取引しない 、取引範囲と量が制約さ てしま 、他に裁定機会があっても、それが活かされないこ だ。　
第二は、仲介人の活用である。
例えば、産地から消費地にコメを売りに来た移出商は、出先で買い
手を探すのが難しいし、信用できるかどうかも分からない（マダガスカルでは、小売りは代金後払いでコメを仕入れること しばしばある） 。そこ 、その消費地にる仲介人に、買い の 索 信用判定や代金回収を委託することで、円滑な販売できる（当然、手数料は発生するが） 。我々のマダガスカルの調査でも、いくつか 消費地にこのような役割を果たす仲介人がいることを確認した。　
第三は、ブランド化である。例
えば、カンボジアでは精米所レベルでブランド化が行われており、独自のロゴが入った米袋を作っている（写真２） 。コメのブランド化は輸出を契機に進む傾向 みられる。輸出にあたって 輸入国や取引先の国際規格を満たす必要があるからだ ただし、こうした出向けの規格が 内流通に波及している兆しは、今 ところみられない。アフリカでは、そもそも輸出できるだけの生産力がついていないので、輸 を契機としたブランド化の進捗はみられない。　
以上は、私企業が私的に実行で
きることだったが、より根源的なソリューションとして 第四に、国家的な農産物の規格化と検査制







るため、一九三〇年ごろ 日本のコメ市場の到達点をまとめておこう。一言でいえば、電信による規格取引が実現していた、というのがそれである。消費地の問屋が、産地の問屋に対して、 「 （新潟県）荒川三等米秋葉原駅着一石何程の割合にて売るか直ぐ返事頼む」と打電し、これに対して、 「電信見た、荒川三等米秋葉原駅着値段一石割合三五円二〇銭 て五〇トン売る」と返信するという具合である。ここから 価格伝達の問題は電信によって解決されており、産地の価格の調査が行われていること、輸送については、 「秋葉原駅着」とあるよう 、一九〇〇年ごろには全国に鉄道網が整備され、効率的な輸送が実現したこと、品質問題については 「荒川三等米」とあるように、府県による米穀検査が実施され、現物をみない規格取引が行われて たことがわかる。最後に代金回収については、荷為替が使われていた。　
このように、マダガスカルと近
代日本を比較すると、マダガスカルでは取引主体同士が直接相対し、取引のたびに現物を、場合によっ
ては全袋検査して取引するのに対し、日本では取引主体が直接相対することなく、現物もみずに取引する規格取引が実現していた。これが取引の円滑さと効率性の決定的な差を生み出すことになる。結果、日本では でに二〇世紀初頭にはコメ市場 統合していた されている。●おわりに　
本稿では、アフリカの農産物市
場と流通を改善するというゴールを目指して、輸送網の貧弱さ、市場情報の伝達、契約の履行強制、という三つの課題について論じたこのうち、前 ふたつは、道路や通信インフラの整備 いったハードのインフラ整備によって 改善が可能であり、アフリカにお ても着実な進展がみられる。一方、最後の課題の解決にあたっては、農産物の規格化や検査制度の確立、安全・確実・安価 決済サービスの設立など、いわば「ソフトの市場インフラ整備」が不可欠である。　
この、 「市場」をサポートし、
補完し、育てていくという「ソフトのインフラ整備」は、従来政府の仕事とされてきた。しかし 途上国では政府のリソースの不足が
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